
建築基準整備促進事業（構造分野）　検討状況　（H24～H25終了課題）


調査事項 得られた主な知見

1
木
造

木造建築物の基準の整備に資する検討
（H20～H24）

木材の基準強度と木造建築物の設計方法に関する基準の整備を図る
ため、以下の課題等について検討を行う。
・スギ、ヒノキ、集成材等の荷重継続時間の調整係数
・めり込みにより損傷を受けた場合における建築物全体への影響
・集成材フレームを用いた木造建築物における接合部の降伏、構造躯
体の終局性状等を考慮した適切な設計法
・壁量計算、許容応力度計算等において平面的、立面的不整形建物の
形状が応力分布や構造耐力に与える影響

・長期許容応力度の検証では、スギ製材及び集成材についてクリープ
試験を行い、50年後における応力レベルを推定した
・めり込みについては、短期許容応力度を超えるめり込み応力の作用
時にも架構に有害な影響を与える損傷が生じないことを確かめた
・変形能力の異なる耐力要素の併用については、減衰h=10%を想定し
たSa-Sd曲線に達する性状を有する架構では危険が生ずるおそれの少
ないことを確認した
・平面的、立体的不整形建物については、耐力・剛性への影響を確認
するとともに、設計上の留意事項を整理した

2
Ｓ
造

鉄骨造建築物の基準の整備に資する検
討
（H20～H24）

鉄骨造建築物に関する基準の整備を図るため、以下の課題等につい
て実験・解析等による検討を行う。
・STKR材等の冷間成形角形鋼管を柱材に用いた構造と幅厚比の規定
に抵触する建築物の補強方法
・中規模鉄骨造建築物に関する簡易な安全性確認方法（材料、部材、
接合部、平面計画等の仕様規定による２次設計の代替手法）
・立体的に複雑な接合部のディテールに関する設計・製作上の留意事
項及び接合部性能の明確化
・梁ウェブのモーメント伝達効率を考慮した接合部係数が1.2以下となる
ような場合の塑性変形能力及びパネルゾーンを含めた耐震性能

・鋼板補強、根巻き補強、ＰＣ鋼棒による補強等をしたＳＴＫＲ柱、スチフ
ナ補強したＨ形鋼梁の曲げ実験等を行い、耐力等のデータを収集し、
数値シミュレーションと合わせて補強の効果を明らかにした
・鉛直ハンチを有する梁端接合部、梁が偏心接合する接合部、ブレー
ス端接合部を含む柱梁接合部等の応力伝達や耐震性能を明らかにし
た。また、各種柱はり接合部を含む接合部の標準ディテールを提案した
・接合部係数が1.2を下回る場合でも一定の塑性変形能力を有すること
を確認した

3
Ｒ
Ｃ
造

鉄筋コンクリート造連層耐力壁の構造詳
細と部材種別に係る基準の整備に資する
検討（H23～H24）

鉄筋コンクリート造連層耐力壁の構造詳細と部材種別に係わる基準の
合理化を図るため、以下の課題等について検討を行う。
・連層耐力壁端部拘束域の形状・配筋や壁の配筋に応じた構造特性評
価の方法

・端部の配筋詳細や軸力が対称断面耐力壁の曲げ性状に与える影響
を載荷実験により明らかにするとともに、断面解析等の予測精度を確
認した
・非対称断面耐力壁の端部拘束域の形状、配筋詳細および載荷履歴
が変形性能に与える影響を載荷実験及び解析により明らかにした
・多方向入力が耐震壁の変形性能や破壊形式に与える影響に関する
知見を得た

4
Ｒ
Ｃ
造

高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造構
造部材の強度、剛性および変形能の評価
法に関する検討（H24～H25）

高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造構造部材について、過去の構
造実験結果から適切なデータを選定・収集し、強度、剛性及び変形能
に関する知見をとりまとめ、それらの適用範囲、留意事項及び評価方
法の明確化を図る。

・高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造構造部材に関する実験値を技
術基準解説書や学会規準等の設計式に基づく数値と比較し、設計式の
精度を確認した
・技術基準解説書に示されいている設計式は、高強度材料を用いた場
合でも、概ね実験値を安全側に評価できることを確認した

5
長
周
期

超高層建築物等への長周期地震動の影
響に関する検討（H23～H24）

平成22年12月に公表した長周期地震動対策試案に対する意見募集及
び平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及びその余震
による強震データ等を踏まえ、より信頼度の高い長周期地震動の設
定、地震動レベルに応じた設計クライテリアの設定等を行う。

・長周期地震動作成手法を改良して内閣府（2012）の南海トラフ沿いの
断層モデル等に適用し、３連動ならびに４連動地震を想定して東京・大
阪・名古屋などの地震動を作成した
・上記地震動を用いて超高層建築物及び免震建築物モデルを対象に
応答解析を行い、超高層建築物では最大層間変形角がR=1/50を上回
るケースが、免震建築物では応答変位が限界変位を超えるケースが確
認された
・任意地点での地震動を作成するための面的補間方法の改良を実施し
た

6
長
周
期

長周期地震動に対する鉄筋コンクリート造
建築物の安全性検証方法に関する検討
（H22～H24）

長周期地震動に対する鉄筋コンクリート造建築物の安全性を検証する
上で必要となる限界性能を含めたモデル化の妥当性について、パラメト
リックに検討するとともに、部材、部分架構、建物について構造実験を
行い、長時間・長周期の外力下で塑性化する架構の限界性能について
明らかにする。

・20層縮小試験体の震動台実験を実施し、現行設計に従った超高層鉄
筋コンクリート造建築物が、最大層間変形角1/35の大変形まで耐力低
下のない安定した挙動を示すことことを確認した。
・現在一般的に行われている骨組解析により現行設計目標時変形(層
間変形角1/100)までの実験結果は追跡できることを確認した
・大変形領域ではスリップ型の履歴が卓越することを明らかにした

7
長
周
期

長周期地震動に対する鉄骨造建築物の
安全性検証方法に関する検討（H22～
H24）

長周期地震動に対する鉄骨造建築物の安全性を確認するための検証
方法について、パラメトリックに検討するとともに、部材、接合、部分架
構、建物についての構造実験を行い、長時間・長周期の外力下で塑性
化する架構の限界性能について明らかにする。

・既存の架構（1992年竣工）から切り出した試験体の低変位振幅繰り返
し載荷実験を行い、スカラップ付き梁部材等の疲労曲線と損傷評価法
を提示した
・３層実大架構を用いた繰返し載荷実験により、梁端仕様による破断性
状の差異について確認した
・規模（30階建て・50階建て）及び設計条件の異なる超高層鉄骨造建築
物の応答解析により、損傷評価法の適用性を検証した

8
長
周
期

長周期地震動に対するCFT 造柱部材等
の安全性検証方法に関する検討（H25）

CFT 柱を有する鉄骨系の超高層建築物の長周期地震動に対する耐震
性安全性を検証する上で必要となる、CFT 柱部材等の多数回繰返し変
形時の疲労性能や安全性検証方法について構造実験等により検討を
行う。

・CFT柱部材や柱梁接合部等について、部材が耐力低下するまでの疲
労曲線データを得た
・モデル建物による地震応答解析により、実験に基づく疲労曲線データ
を用いたCFT部材の損傷評価を行うことにより、当該損傷評価の妥当
性を確認し、時刻歴応答解析によるCFT造建築物の損傷評価に係る検
証方法が提案された

9
長
周
期

長周期地震動に対する免震建築物の安
全性検証方法に関する検討（H22～H24）

長周期地震動に対する免震建築物の安全性を検討するために必要と
なる各種免震材料の性能について、縮小、実大及び破壊実験を行い、
長時間・長周期の外力下での免震部材の繰り返し特性や限界性能に
ついて明らかにする。

・鉛プラグ入り及び高減衰ゴム系の積層ゴム支承の実大試験を行い、
多数回繰り返しの荷重－変位関係に及ぼす影響を明らかにした
・応答評価については、長時間継続する地震動の免震建築物の応答
への影響を明らかにし、免震支承の吸収エネルギーの影響を詳細に検
討する方法、地震応答の簡易的算定方法を提案した

10
長
周
期

長周期地震動に対する減衰材の安全性
検証方法に関する検討（H25）

過去に実施した建築基準整備促進事業において検討された免震材料
以外の減衰材について、追加的な実験等を行い、繰り返し特性・限界
性能および免震材料としての試験・評価方法等をまとめる。

・長周期地震動を想定した免震材料の認定に係る性能評価試験の条
件（試験体規模、加振条件、累積変形量）が提案された
・告示免震建築物の限界耐力計算において、繰り返し応答による特性
の変動を考慮した計算手法を提案した
・時刻歴応答解析に係る業務方法書について、長周期地震動による特
性変化を考慮した応答変位の計算手法を提案した

調査事項



調査事項 得られた主な知見調査事項

11
荷
重

風圧力、耐風設計等の基準の合理化に資
する調査（H20～H24)

風圧力、耐風設計等に関する基準の合理化を図るため、以下の課題
等について検討を行う。
・寄棟屋根、ベランダ、屋上広告板等に係る風力係数Cf、屋根等のガス
ト影響係数Gfに関する基準
・外装材等に作用する風圧力を平成12建設告示第1458号に基づき計
算する際の基準
・風車のように上部に大きな荷重が作用する塔状工作物に関する構造
設計の基準（平成12年建設省告示第1449号）

・寄棟屋根、ベランダ、屋上広告板等に係る風力係数Cf、屋根等のガス
ト影響係数Gfに関する基準を提案した
・外装材等の風圧力に対する構造計算を適切に実施するための屋根
ふき材等構造計算確認表を提案した
・高さ60m超の風車支持構造物と煙突について時刻歴応答解析とj応答
スペクトル法の比較を行い、風車支持構造物は応答スペクトル法、高さ
60m超の煙突は時刻歴応答解析が妥当であること等を確認した

12
荷
重

浮き上がりを生ずる架構の構造設計に関
する検討（H24～H25）

地震時に建築物全体の浮き上がり挙動を生じ転倒崩壊形となる構造物
を対象として、実験及び解析を行って建築物の安全性を確保するため
に必要となる際の耐震設計上の評価項目について検討する。

・地震時に浮き上がりを生ずる架構をモデル化し、浮き上がり時の挙
動、着地時の衝撃等を考慮できる解析手法を開発した
・縮小モデルを用いた振動実験及び着地時の挙動把握に関する実験
によって浮き上がりを生ずる架構の基本的性状を把握した
・構造設計においては、浮き上がり発生時点だけでなく高次モードの励
起などを考慮した割り増しが必要となることを示した

13

非
構
造
部
材

吊り天井の耐震設計に係る基準の高度化
に資する検討（H25）

周囲の壁等との間に隙間のない吊り天井を対象として、振動台実験、
加振実験等を行い、現行基準と同等以上の耐震性を有する吊り天井の
基準を作成するための技術資料を整備する。

・実大の面内圧縮実験により、吊り長さ、規模等をパラメータとした応力
状態、耐力、破壊形式等を、天井面の曲げ実験により、ボード種類や目
地の有無に応じた曲げ剛性と耐力を把握した
・実大の加振実験により、天井重量、クリップの種類、衝突部の仕様等
をパラメータとした衝撃力等を把握し、動的な破壊形式を確認した
・時刻歴応答解析又は応答スペクトルによる評価法により、衝撃力や最
大速度を概ね予測できることを実験との比較により確認した

14
基
礎

基礎ぐいの地震に対する安全対策の検討
（H24～H25）

東日本大震災等における基礎ぐい被害事例について、詳細な被害要
因の検討、杭体の終局強度と変形性能、基礎構造部材としての性能に
ついて検討を行い、主に既製コンクリート杭を対象とした基礎ぐいの地
震対策について検討する。

・東北地方太平洋沖地震により、建築物の基礎ぐいに少なからぬ被害
が発生したこと、地下室のない主としてＰＣぐいにより支持された建物で
被害が多く見られたことを確認した
・基礎ぐいの耐震診断法の有効性を確認した。また、応力解析法につ
いては、現時点において直ちに見直しを行う必要性はないことを確認し
た

15
地
盤

小規模建築物に適用する簡易な液状化判
定手法の検討（H23～H25）

ＳＷＳ試験とボーリング調査をセットで行い、判定手法における細粒分
含有率の妥当性の検証等を行うとともに、ＳＷＳ試験のより詳細なデー
タの収集とＮ値との比較により，Ｎ値換算式の適用範囲の明確化等を
図る。また、住宅性能表示における液状化に関する「特記欄」への合理
的な表示項目及び記載内容・方法を検討する。

・SWSによる簡易液状化判定法の適用性について、細粒分含有率Fcの
補正式を提案した
・判定に必要なN値換算式について、Nsw500を上限とする３段階の換
算式を提案した
・住宅性能表示制度において液状化に関して提供する参考情報（調査
方法、指標、判定法、対策工法等の種類）を整理した


